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かといった要素や候補者個人のパーソナリティなど，さまざまな要因がからんでくるから  
だ。   
したがって，今回の夕張市長選挙でも，鈴木候補の若さが強調されはしたものの，労働  
組合の支持という点が大きかったことはいうまでもない。しかも，鈴木は，財政状態のめ  
ぐまれた東京都との関係をことさら強調することで，有権者に“夢”をもたらしたのであ  
る。はたして，そうした夢が現実のものとなるのであろうか。   
いずれにせよ，われわれは，「残り16年で322億円の赤字解消を目指す財政再生計画の  
中で夕張をどう再生に導くか」という疑問をかかえた鈴木が2），どのような行政手腕を発  
揮するのかを注視していく必要があろう。  
注  
1）『北海道新聞』2011年4月25日，1面。  
2）同上，2011年1月12日，1面。  
3）同上，2010年11月12日（夕），1面。  
4）同上，2010年11月13日，2面。  
5）同上 2007年3月9日（夕），1面。  
6）同上 2007年4月23日，1面。もっとも，藤倉当選の背景には，土壇場で，空知管内選出の公明党道  
諌会議員の支援をとりつけた点が大きいとされる（同上 3面）。  
7）同上，19面。  
8）同上，2011年1月16日，4面。  
9）同上，2011年4月22日，7面。  
10）『北海道新聞』〔空知版〕2011年4月15日，27面。  
11）『北海道新聞』2011年4月25日，1面。  
12）同上。  
※ なお，第17回統一地方選挙の特徴に関しては，拙稿「第17回統一地方選挙の特質一束   
日本大震災との関連で－」『経済と経営』（2011年11月号）を参照されたい。  
佐藤 郁夫   
三越伊勢丹ホールディングス発足にともない，2011年4月に傘下にある札幌丸井今井と  
札幌三越が経営統合した。1997年をピークに低下を続ける所得や無店舗販売の台頭などが  
背景となって新会社はできあがったと考えられる。   
しかしながら，両社はそれぞれ丸井今井が創業140年，札幌三越が開業80年と2012年に  
節目の年を迎える。これだけ長い歴史を刻みながら統合を迫られた両社を取り巻く経営環  
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境を改めて振り返るとともに，先行きについて見通してみたい。  
所得環境   
いささか単純化しすぎであるが，考え方からすると，消費は所得の動向を受けて変化す  
る。所得は給与とそれを受け取っている人の数の掛け合わせによって算出される。この計  
算式からできあがった給与水準は1997年をピークにして下がり続けているのは前述したと  
おりである。   
これは，北海道拓殖銀行や山一欝券などの経営破綻が同年11月にあったことを受けてい  
る。したがって，1997年の前期までは所得水準が上昇していたとみられる。その後の金融  
システム不安が消費を冷やしたと考えるのが一般的なとらえかたであろう。   
いまひとつの要因として，1998年度から引き上げられた消費税率が実質購買力を低下  
させた，という見方も成り立つ。つまり，金融システム不安で市場経済が冷え込み傾向に  
ある時に消費税率アップという最悪のタイミングで財政政策が打たれたことになる。   
企業経営者としては，この苦境を乗り切らなければならないから，人員削減などリスト  
ラを断行せざるを得ない。また，大規模な経済対策を打ち出しても一向に景気が自律回復  
に向わないことから，国の財政は借金漬けとなってしまった。このため，公共工事を縮小  
するなど小さな政府をめざすことを迫られる。この施策が土木関連の雇用を縮小させる。   
複合的に重なり合ったこれらの要因が負のスパイラルを描いてしまったのである。   
しかし，もう10年以上の月日が流れた出来事である。それでも給与水準が瞬間的に上向  
くことはあっても本格的な回復軌道には戻していない。回復に向おうとするたびに，リー  
マンショックや東日本大震災，欧州経済危機などの外的要因が不運にも日本経済を襲った  
からだ，との見方が流布する所以である。   
また，高齢化がその間に進展したため，老後に不安を持ち，消費に慎重な層が厚くなっ  
た。さらには，高齢化を受けて生産年齢人口が減ったため，消費の勢いが失われてきた，  
などの意見も聞く。  
流通環境   
所得環境が改善されない要因がいずれであるにしろ，消費を取り巻く環境は厳しさを増  
しているのであるから，流通業界も対応策を打つことになる。流通各社が次々と繰り出す  
企業のM＆A（合併，買収）などはその証左であろう。また，北海道を代表する企業が東  
北に進出するのもパイを大きくするための一策であろう。   
これらの流通業界の経営努力も皮肉なことに，実は地域の所得環境の悪化，ひいては消  
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費の冷え込み要因のひとつになっているのである。   
また，流通業界にとって，メーカーがインターネットなどを利用して，消費者に直接販  
売するのも脅威である。テレビショッピングが好調であるが，店舗を持たない会社が介  
在することで，メーカーと消費者を直接結びつける新しいチャネルができあがったのであ  
る。   
ポイントなどクレジットカードを仲介した新しい手法を用いた消費も拡大している。こ  
のような社会背景があって，ポイントなどを利用した消費は拡大している。比較購買な  
どの技術進歩，情報入手の容易化などを受け，買う側が賢くなっている。このため，売る  
側としても，囲い込み戦略などの工夫を迫られているのである。また，ITなどの技術進  
歩，つまり経営環境が変化していることも根底にある。   
消費や流通業界を取り巻く環境はこのように目まぐるしく変化しており，その対応策の  
一つとして道内老舗百貨店の統合が行われたのである。  
統合の先行き   
長年ライバル関係にあった両社が過去を捨ててまで経営統合するのは，既述してきたよ  
うな流通業界の再編，とりわけ百貨店業界の再編が急務の課題となったからである。その  
ような流れを受けた両社が相手先として選んだのはブランドカを持つ伊勢丹百貨店であっ  
たために隣接していながら経営統合という結果につながった。   
立地が重要な戦略となっている産業で経営統合をしたのは，北海道拓殖銀行と北洋銀行  
も同様の見方で包括できる。両行の店舗統合も実施されているが，昔日のライバルが暦を  
めくったとたんに同僚となってしまった時期があった。都市銀行と地方銀行という別称は  
あるが，実態は同じ銀行であり，各都道府県における有力な経営主体を中心に業界の寡占  
化が進んでいる。   
百貨店業界がやや銀行業界と異なるのは，そのネットワークに硬直性がある一方で，客  
層に合わせて品揃えを柔軟に変えられることである。   
コンビニエンス・ストアやスーパー，専門店のネットワークが拡大を続け市場が飽和す  
る現状では，店舗の純増には抵抗がある。したがって，既述したようにこれらの流通業界  
でも再編が加速している。低価格志向の戦略だけではもはや成長のピジョンを描ききれな  
いのである。   
しかし，かつて品揃えが高級志向へと特化した分だけ，百貨店業界にはそぎ落とし可能  
な体力がまだ残されているはずである。   
パセオのリニューアルもあり，大丸札幌店を旗艦船とする札幌駅周辺との競合が一層煩  
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烈になることも予想される。しかし，駅前に人が集まっているように，両社の企業文化の  
壁を乗り越え，ブランドの見直しや効率的な運営など経営統合の強みを適切に活かすこと  
ができれば生き残り可能なはずである。   
また，地下歩行空間開通による三越への来店客の伸びは立地産業であるが故の利点であ  
り，新たな経営努力を払う余地があることを意味している。丸井今井が運営する『きたキ  
ッチン』など，道内食品を販売し，消費者に一定の支持を得ているのみならず，生産者を  
育成している店舗が存在していることも大きい。この両面を併せ持つことが，地域の産業  
育成，ひいては活性化をもたらすはずである。   
札幌市内におけるエリア間の戦いが新たな魅力の創造につながっているならば人口減少  
が予想される北海道の発展も期待できる。逆説的なようであるが，競争によって魅力が磨  
かれれば，たとえ日本国内の人口が減少しても中国など新興国からの観光客の消費が押し  
上げるはずだからである。   
消費不況や経営統合など，百貨店を取り巻く経営環境がたとえ厳しくても，その品揃え  
が魅力的に見える限り，再生への灯りはともり続けるはずである。  
浅野 一弘   
「今般，被災者の心情に配慮を欠いた不適切な言動によって辞任した閣僚が出たこと  
は，まことに残念でなりません。失われた信頼を取り戻すためにも，内閣が一丸となっ  
て，原発事故の収束と被災者支援に邁進することを改めてお誓いいたします」1）。これ  
は，第178回臨時国会における野田佳彦首相の所信表明演説の一部である。野田内閣は，  
2011年9月2日にスタートしたが，経産相に就任したのが，鉢呂吉雄であった。この鉢  
呂経産相の失言を受けて，上記の野田首相の発言がでてきたというわけである。   
まずはじめに，鉢呂の人物像を紹介しておこう。63歳の「鉢呂氏は新十津川町出身  
で，北大農学部を卒業後，今金町農協に就職。1990年の衆院選に旧社会党から立候補  
し，初当選した」。これまで，「国政選挙で落選はなく，選挙では2003年の知事選で唯  
一，高橋はるみ知事に敗れた。菅直人政権では党国会対策委員長を野党対策に手間取って  
1月に更迭されたが，7期日でようやく大臣のいすを射止めた」かたちとなった2）。野田  
内閣発足直後の『朝日新聞』に掲載された，「野田内閣 閣僚の横顔」のなかでは，鉢呂  
経産相について，つぎのような言及がなされている3）。  
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